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京大広報 1984. 12. 1 
く紹介〉
経済研究所
海外学術調査 （東南アジア〉
海外旅行をする人であれば，世界の街角に日本
製商品があふれていることに，いささかのくすぐ
ったさを覚えることであろう。いわゆる発展途上
国に行けば，日本人同志には決して感じない「優
越感」を満喫する人がし、るかもしれなし、。それほ
どにわが国の経済は，商品の輸出，資本の進出に
おいて世界を席巻しつつある。しかしここに，経
済学的な眼からみた3つの問題をたてることがで
きょう。 1つは，わが国の経済活動をささえる各
種の資源とエネルギー源を，将来も安定して確保
できるであろうか。 2つは，飢えと貧困からの脱
出を願うひとびとに，資源、とエネルギー源の輸入
国である日本はどう対処すべきなのか。そして 3
つに，戦後の史上まれな急成長のかげで，われわ
れは水俣病，イタイイタイ病，大気汚染ぜん息な
どの失敗を経験したが，日本からの資本進出との
関連で，同じ轍を踏む国はないだろうか。
以上のような問題意識の下に，経済研究所では
1983年度から，文部省の科学研究費補助金による
「環太平洋地域における外国投資と資源、 ・エネル
ギー開発および環境保全に関する調査研究」とい
う長い標題の海外学術調査を行っている。ここで
は今年の 1月に行われたシンガポール，タイ，フ
ィリピンの3か国を対象とする調査の一端を紹介
しよう。寝食を共にする長い海外調査では，探究
心，チームワーク，体力がj軍然と一体化していな
ければならなし、。さいわい本研究所には，毎週木
曜日の定例研究会や特定研究などの共同研究によ
って，伝統的にこれらの条件がそなわっている。
そのため今回の 3か国調査では，日系企業16，欧
米系企業2，大学 ・研究機関5，政府機関5，国
際機関 3，その他 2の調査対象のすべてについ
て，視察，ヒアリング，討論，資料収集を予定ど
おり行うことができ，現在はその成果のとりまと
めにかかっている。
日本経済を支えているのは第一線で黙黙と働い
ている人たちである。海外進出企業においても同
様である。単身であれ，家族同伴であれ，全く環
境のことなる南の国で，現地の習慣にとまどい，
言葉の障害を克服しながら，工場を建設し，プラ
ントをすえつけ，生産管理のノウハウを教える人
たちこそが，国際社会における日本の地位を支え
ている。この種の調査では，公式的な場でよりは
むしろ，少し息を抜いた場面でこそ彼等の本音を
聞くことができる。子弟の教育は？ローカルス
タッフとの人間関係は？現地行政官とのつきあ
いは？帰国後の社内での処遇は？等々，日本国
内ではわからない第一線の雰囲気をつかむため
に，日系企業の方々と調査団との懇談はしばしば
深更におよんだ。
しかし経済は，ひとびとの善意や期待，人格や
素養とは別の働きをすることが多L、。とくに，長
い農業の歴史を持つ東南アジアでは，現在，日本
の援助を受けて大規模な地域開発，工業化が進め
られている。なかにはそのために，先祖からうけ
継いだ肥沃な土地を追われ，なれない新開地に行
き，日本製電気器具のローン支払のため無理な現
金収入の途をさがす者もいる。国家レベルの経済
発展計画においても，先進工業国に伍するため
に，裏付けの乏しい急成長を画し，外国資本の導
入に失敗して多大の損害を被った例もある。各国
の経済計画担当官も研究者も，異口同音に，そし
て柔らかく「日本はもっと真剣に，もっと多く ，
もっと現地の事情にあう援助をすべきではない
か」と述べたことが印象的であった。
最後に技術移転の問題がある。わが国の海外進
出は，付加価値の高い商品を生産するための高度
な技術の移転によって成功している面が強し、。で
は，どのような条件がそろえば，発展途上国への
技術移転が可能となるのだろうか。高度な技術を
身につけた日本人が，現地へ指導に行けば良いの
だろうか。ノ ウハウの移転のためには，日本企業
の出資が50パーセントを越えなければならないの
だろうか。日本では禁じられた公害型技術が，安
易に移転されてはいないだろうか。受け入れ国の
政治経済状態や技術水準は，どの程度影響するの
だろうか。このような問題に回答を与えるために
は，さらに多くの海外進出企業の調査を続行しな
ければならないだろう。
（経済研究所）
シンガポールの日系合弁企業におけるテレビ組立工場
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